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１ 趣 旨
本県では，水源のかん養や災害の防止等すべての県民が享受している森林の持つ公

益的な機能の重要性を考慮し，県民の理解と協力の下に，森林環境の保全及び森林を
すべての県民で守り育てる意識の醸成に関する施策を推進するため，これらに要する
経費の財源を確保することを目的として，平成１６年６月，「鹿児島県森林環境税条例」
を制定しました。

鹿児島県森林環境税は，平成２１年に課税期間を５年間延長し，平成１７年度から
平成２６年度までの１０年間にわたり，この財源を活用して，里山林の整備や間伐の
促進，施設整備における県産材の利用などの森林の保全を図るための施策や県民参加
による森林づくりの推進，森林ボランティアの育成などの森林をすべての県民で守り
育てる意識の醸成を図るための施策を県民と一体となって行ってまいりました。

森林環境税の課税期間は，条例第３条及び第４条において平成２６年度までと定め
られており，その見直しに当たっては，税導入の効果等を総合的に勘案して検討する
こととなっております。

このため，今般，これまでの取組等を踏まえ，森林環境税制度の今後のあり方につ
いて，具体的な税制の仕組みを盛り込んだ第三次構想を策定しました。

２ 現行制度の概要
（１）税の目的

森林環境税は，水源のかん養や災害の防止等すべての県民が享受している森林の
持つ公益的機能の重要性にかんがみ，県民の理解と協力の下に，森林環境の保全及
び森林をすべての県民で守り育てる意識の醸成に関する施策を推進するため導入し
ています。

（２）課税方法及び税収額
① 課税方法

個人に係る森林環境税は，森林環境税条例第３条の規定により，住民税のうち
県民税の均等割額に５００円を加算し，負担いただいています。

法人に係る森林環境税は，森林環境税条例第４条の規定により，法人県民税の
均等割額に対し５％相当額を加算し，負担いただいています。

② 税収額等
森林環境税の税収は，個人県民税の徴収事務を行う市町村へ交付する徴収取扱

費を差し引いたすべての金額を森林環境税関係事業に充当しています。

（単位：百万円）
区 分 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 合 計

税 収 額 424 420 424 424 425 2,117
徴 収 取 扱 費 △ 20 △ 19 △ 18 △ 18 △ 18 △ 93
森林環境税関係事業費 404 401 406 406 407 2,024

（注）２２～２５年度は最終予算額，平成２６年度は当初予算額
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３ 森林環境税の実績と成果（平成２２年度～平成２５年度）

森林環境税制度創設の趣旨や目的に則して，「森林にまなび森林とふれあう（森林に
も り も り も り

まなびふれあう推進事業）」と「森林をまもり森林をそだてる（森林をまもりそだてる
も り も り も り

整備事業）」を２つの柱として各種の施策を展開しました。

森林にまなび森林とふれあう １３１，２３２ 千円
も り も り

（森林にまなびふれあう推進事業）
も り

森林をまもり森林をそだてる １，４８９，７６８ 千円
も り も り

（森林をまもりそだてる整備事業）
も り

計 １，６２１，０００ 千円

（１） 森林にまなび森林とふれあう（森林にまなびふれあう推進事業）
も り も り も り

広く県民の皆様に森林・林業に対する理解を深めていただくとともに，森林を
すべての県民で守り育てる意識の醸成を図るため，森林にふれあう機会の提供や
森林環境教育を実施するとともに，県民が自ら行う学習・体験活動や森林づくり
実践活動等を支援しました。
① 事業実績

事 業 名 事 業 内 容 事 業 量
森林とのふれあい推進事業 「みどりの感謝祭」及び「九 開催回数 ８回

州森林の日の活動」の開催 参加者 １０，０８０人

森林学習・体験活動の支援 応 募 １９６件

（公募型事業(＊１)） 助 成 １５９件

参加者 ２９，４７５人

パンフレット等の作成・配布 ２４，５００部

テレビ・ラジオ広報 ２６回

未来につなぐ森林環境教育推 森林環境教育指導者養成研修

進事業 参加者 １４７人

小中学校に対する森林・林業 実施校 ５４校

教育の実施（県直営事業） 参加者 ４，２１８人

木育の実施（教材整備） 冊 子 ４，０００冊

教 材 １４セット

学校環境緑化・学校林等活動 開催回数 ４回

コンクールの実施 参加校 １０８校

緑の少年団活動発表大会開催 開催回数 ４回

参 加 団 ５３団

参 加 者 ９６２人

多様な主体による森林づくり 企業による森林づくり活動へ

推進事業 の支援 参加企業 １９社

森林ボランティア団体の森林

づくり活動への支援 参加団体 １３団体

森林ボランティア技術研修の

実施 参加者 ３３３人

木質バイオマス有効利用促進 シンポジウム等の開催 開催回数 ８回

事業 参 加 者 ５７５人

(＊1) 公募型事業：ＮＰＯや森林ボランティアなどが自ら企画・実施する森林・林業に関する学習・体験活

動を公募し，選定委員会の審査を経て助成する事業
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【森林のつどい】 【森林ボランティアの育成】 【緑の少年団活動発表大会】

【企業による森林づくり活動】 【間伐体験】

② 成果
森林にふれあう機会の提供や森林環境教育を実施するとともに，県民が自ら行

う森林・林業に関する学習・体験活動を支援することにより，水源のかん養や災
害の防止等森林の持つ公益的機能の重要性やその機能を維持・発揮させるための
森林整備の必要性など，森林・林業に関する県民の理解が進んできており，この
４年間で，森林とのふれあい活動などに約４万人の県民が参加しています。

また，県民参加の森林づくりを牽引する森林ボランティアは，個人登録，団体
登録が共に増加しており，その活動が活発になってきています。

加えて，各地でＮＰＯ等による，間伐等の森林整備が行われるなど，すべての
県民で森林を守り育てるという意識の醸成が図られてきています。

○ 県森林ボランティア登録者数の増加
区 分 Ｈ２１（前期末） Ｈ２５（最新）

個人登録 （ 人 ） １，２１２ １，４９７
団体登録 （団体） ２７ ３７

341

248

519

104

394

279

604

220

10代・20代 30代・40代 50・60代 70代以上

森林ボランティア個人登録者の年代別増減

H21 H25
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（２） 森林をまもり森林をそだてる（森林をまもりそだてる整備事業）
も り も り も り

良好な森林環境を創出し，将来にわたって県民が森林の恩恵を享受することが

できる健全な森林を育成するため，間伐等の森林整備や地域特性を生かした森林

づくり，県産材の利用拡大の取組などを推進しました。

① 事業実績

事 業 名 事 業 内 容 事 業 量

地域森林環境づくり促進事 地域提案に基づく里山林等の

業 森林整備 (植栽・保育活動) 実施面積 ３２ha

(歩道・標識整備) 実施箇所 ２３ヶ所

松林への薬剤樹幹注入

実施本数 １，３４２本

樹種転換のための伐倒整理

伐採材積 ２，３０３ 

里山林機能回復事業 雑木竹林の伐採整理

実施面積 ２２ha

マツ枯損木の伐倒・除去

実施材積 ９，５３４ 

森林環境整備事業 森林づくり推進員による間伐
も り

等の督励活動 活動日数 ２２，５３１日

森林づくり情報の収集

実施件数 １０９，３３２件

管理不十分な森林の間伐

実施面積 ２，２３２ha

作業路網の整備

開設延長 ６２３km

間伐機械等の整備

助成件数 ７件

再造林等の実施(※1)

実施面積 ３４７ha

生き活き間伐推進事業 間伐遅れの森林等の間伐

(H25年度のみ実施) 実施面積 ３１８ha

木のあふれる街づくり事業 先駆性のあるデザインや技術【木造施設等の整備(公募型)】

などが県産材の利活用促進に 応 募 １４６件

つながる木造施設等の整備や 助 成 ４５件

木製品の開発 【木製机・椅子の整備】

助成数 ２，４５７ｾｯﾄ

(＊1)再 造 林：人工林を伐採した跡地に，苗木の植栽等を行う作業
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【間伐等の森林整備】 【幹線道路沿線の竹林整備】 【地域環境に応じた森林整備】

【木造施設の整備】 【木製品の設置】

② 成果

里山林の整備や間伐の促進，地域特性を生かした森林整備等により，県土の保

全や地球温暖化の防止など，森林の持つ公益的機能が発揮されてきています。

また，モデル的な木造施設等の整備や小中学校における木製机・椅子の整備等

により，県産材の利用が広がり，県民が木とふれあう機会が増加してきています。

◆ 間伐による森林の多面的機能の維持増進への貢献

間伐は，樹木の成長を促進し，災害に強い健全な森林を作るとともに，地表

の浸食等を抑制するほか，地球温暖化防止など森林の持つ公益的機能の発揮に

大きく貢献しています。

森林環境税関係事業により間伐等の推進活動や公益上重要な森林の整備を支

援したことにより，平成２２年度から２５年度までの４年間に県全体で実施し

た間伐は２６，２８９ヘクタールとなり，二酸化炭素吸収量は年間で約２３７

千t-CO2となります。

また，間伐材搬出面積割合は，対平成２１年度比で２０％向上し，これに伴

う間伐材生産量も大幅に増加しています。

○ 間伐面積（Ｈ２２～２５年度）及び二酸化炭素吸収量
２６，２８９ｈａ → 二酸化炭素吸収量：約２３７千t-CO2／年
※二酸化炭素吸収量は，平均的なスギ林(35年生)として試算
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○ 搬出割合の向上
（Ｈ２１年度）５５％ →（Ｈ２５年度）７５％
※〔搬出割合〕＝〔搬出間伐実施面積〕／〔間伐実施総面積〕

○ 間伐材生産量の向上
（Ｈ２１年度）２８０千 →（Ｈ２５年度）３４８千 

◆ 木とふれあう機会の創出

森林環境税関係事業でモデル的な木造施設等や小中学校において木製机・椅

子を整備したことにより，県民が直接，木の良さにふれあう機会が増加しまし

た。

【空港への木製ベンチの設置】 【小中学校への木製机・椅子の設置】
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４ 今後の森林環境税のあり方

（１）必要性

近年，地球温暖化の防止や生物多様性の保全など，森林の持つ公益的機能の発揮

に対する県民の関心や期待は，一層高まってきています。

特に，地球温暖化の防止については，持続可能な形で森林資源を循環利用し，低

炭素社会の構築に貢献していくことが求められています。

本県では，九州で最も早く森林環境税を導入し，各種施策を展開してきた結果，

森林づくりへの参加等を通じて県民の森林を守り育てる意識が高まるとともに，間

伐等の森林整備が進み，併せて県産材の利用が促進されるなど，税の目的に沿った

目に見えた成果が上がってきています。

一方，森林を取り巻く情勢は，人工林を中心とした森林資源が充実し，国産材の

需要が増大しているものの，森林経営意欲の低下や不在村森林所有者の増加等によ

り，間伐等の森林整備の遅れやそれによる公益的機能の低下が懸念されています。

こうした中，県民共通の財産である本県の森林を持続可能な資源として次世代に

引き継いでいくためには，県民の理解を得ながら，引き続き多様で健全な森林づく

りや県産材の利用を推進していくことが重要であり，森林環境税制度の継続が必要

であると考えています。

（２）課税方式

森林の持つ公益的機能はすべての県民が享受していることから，受益者である県

民の皆様が幅広く負担することが適当であり，課税方式は，これまでと同様，県民

税超過課税方式で行うこととします。

（３）税率

広く薄く県民に負担していただくとともに，個人と法人が森林から受ける受益の

程度の違い等を勘案し，これまでと同様，個人については５００円，法人について

は県民税均等割額の５％相当額とします。

（４）課税期間

課税期間については，５年間とします。

〈 個 人 〉 〈 法 人 〉

事業所得者等 給与所得者 法 人

普通徴収 特別徴収 申告納付

５００円 均等割額×５％５００円

市 町 村

納 付

雇用主 〔特別徴収義務者〕

納 入

鹿 児 島 県

納 付

払 込

〈 個 人 〉 〈 法 人 〉

事業所得者等 給与所得者 法 人

普通徴収 特別徴収 申告納付

５００円 均等割額×５％５００円

市 町 村

納 付

雇用主 〔特別徴収義務者〕

納 入

鹿 児 島 県

納 付

払 込
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５ 森林環境税関係事業の方向性

（１）基本的な考え方

水源のかん養，災害の防止，地球温暖化防止等の森林の持つ公益的機能の重要性

やこれまでの森林環境税関係事業の成果，森林・林業等の情勢にかんがみ，森林の

持つ公益的機能を将来にわたって持続的に発揮させるため，今後とも，「森林をすべ

ての県民で守り育てる意識の醸成」，「森林環境の保全」の２つの目的の達成に向け，

「森林にまなび森林とふれあう」と「森林をまもり森林をそだてる」の２つの施策
も り も り も り も り

を推進します。

具体的には，森林にふれあう機会の創出や森林環境教育の推進，多様な主体によ

る森林づくりの促進に取り組むとともに，地球温暖化防止など森林の持つ公益的機

能の維持・増進に貢献する間伐等の森林整備や県産材の利用拡大などを推進します。

（２）各施策の考え方

① 森林をすべての県民で守り育てる意識の醸成 （森林にまなび森林とふれあう）
も り も り

ア 森林にふれあう機会の創出

県民の森林・林業に対する理解を深めるため，

森林・林業に関する学習や体験活動を促進すると

ともに，身近な森林を活用し，県民が樹木や水辺，

小動物などの自然に触れ，ゆとりや癒しを享受す

るほか，生物多様性などを実感できる機会の創出

に努めます。

イ 森林環境教育の推進

次の時代を担う子どもたちが，森林・林業の果

たす役割や重要性について理解を深め，将来にわ

たって森林を守り育てる意識の醸成が図られるよ

う，体験活動をはじめとした森林環境教育を推進

します。

ウ 多様な主体による森林づくりの促進

自治会やＮＰＯ，企業などが行う森林づくりを

支援するとともに，それらを牽引する森林ボラン

ティアの育成を図り，多様な主体による森林づく

りを促進します。
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② 森林環境の保全 （森林をまもり森林をそだてる）
も り も り

ア 森林整備の推進による地球温暖化防止など森林の持つ公益的機能の維持・増
進

良好な森林環境を創出し，将来にわたってすべ
ての県民がその恩恵を享受することができる多様
で健全な森林を育成するため，間伐・植栽等の森

林整備，里山林等における森林の景観整備などを
推進します。

イ 県産材の利用拡大

県産材の利用は，二酸化炭素の貯蔵による地球
温暖化防止への貢献や多様で健全な森林づくりに
役立つことから，モデル的な木造施設の整備や木
製品の開発支援等を推進します。

また，木材に触れ親しむ機会を創出し，県民に
木材の良さや特性を理解していただく取組を推進
します。
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１ 本県森林・林業の現状

（１）森林資源の現状

◆ 本県の森林面積は，584千haで県土の約64％を占め，全国第13位，九州第２位と
なっています。（平成25年３月末現在）

◆ 人工林（※１）面積は292千haで全国第９位，九州第２位であり，人工林率は49.9
％となっています。

【本県の林野率（※２）・人工林率（※３）】

総土地面積 林野面積 林野率 うち人工林面積 人工林率

918,882 ha 584,393 ha 63.6 ％ 291,733 ha 49.9 ％

（注）H25.3末現在。林野面積，人工林面積とも国有林を含む。
（※１）人 工 林：人工的に育成した森林
（※２）林 野 率：国土（県土）の総面積に占める森林の割合
（※３）人工林率：森林面積に占める人工的に育成した森林の割合

資料：平成25年度県森林・林業統計

◆ 県内のスギ・ヒノキ人工林は，間伐を必要とする森林（16～45年生）が全体の６
割を占めることから，健全な森林に育成するためには，間伐を推進していく必要が
あります。

間伐を必要とする森林
スギ・ヒノキ人工林面積

１１２千ha(59%) １９０千ha

資料：平成25年度森林・林業統計

【森林面積（単位：ha）】 【森林蓄積（単位：千 ）】

資料－1



（２）木材の需要・供給の現状
◆ 本県の平成24年度の木材需要量は，1,632千 で，製材用は需要量の約45％に当た

る733千 ，チップ用は約53％に当たる862千 となっています。
また，供給量の内訳は，県産材が全供給量の約42％に当たる688千 ，県外産が約

22％に当たる364千 ，外材が約36％に当たる580千 となっています。

【本県木材需要量の推移】 【本県木材供給量の推移】

資料：平成25年森林・林業施策の概要

◆ 県産材は，約６割が製材用として利用されており，これまで長期に渡り減少傾向
にあったものの，平成16年度以降，増加しています。

また，外材のほとんどは，チップ材として移入されています。
◆ 住宅着工戸数は，平成21年の大幅な落ち込みからやや持ち直し，平成25年は消費

税率の引き上げ前の駆け込み需要により増加しました。
（単位：戸）

H21 H25 H26（１月～４月）累計
区 分 （年次） （年次） ( )対前年比
全 国 788,410 979,683 292,229(102%)
本 県 8,182 11,307 3,037( 88%)

資料：平成25年度県森林・林業統計，かごしま材振興課業務資料

（３）木材価格の状況
◆ 木材価格は長期にわたり下落し，近年は低迷している状況が続いています。
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資料－2



２ 森林の持つ多面的かつ公益的機能

（１） 森林の有する多面的機能
我が国の森林は，水源かん養，山地災害防止，生物多様性保全，木材生産など

の多面的機能を通じて，国民生活・国民経済に貢献しています。

（２） 温室効果ガス削減目標における森林吸収源対策の位置づけ
1997年の「京都議定書」に基づく「第１約束期間(2008～2012年)」における我

が国の温室効果ガス削減約束(1990年比６％減)のうち3.8％を森林吸収源対策で確
保することとしていましたが，2013年以降は，2020年度削減目標(2005年度比3.8
％減)のうち2.8％以上を森林吸収源対策で確保することとしており，国全体で年
間52万ヘクタールの間伐等を行うこととしています。

（３） 国民が森林に期待する役割
森林の持つ多面的機能に対する国民のニーズも多様化してきており，なかでも，

山地災害防止や地球温暖化防止に対する期待が高くなっています。

資料－3



資料－4

３ 他県の導入状況


